
予算２０２４
令和 6 年度 予算の概要

■ 発行　中札内村
■ 企画　総務課企画財政グループ
TEL.0155-67-2491　FAX.0155-68-3911
Email: s-kikaku@vill.nakasatsunai.hokkaido.jp
URL: https://www.vill.nakasatsunai.hokkaido.jp

中札内村は「日本で最も美しい村」
連合に加盟しています

予算
２０２４

みんなでつくる！
自然と笑顔になるまち　なかさつない

ポロシリ岳

令和６年度予算は

メーンディッシュ（各
課の最重点施策）を

掲載!!
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　令和 6 年度は、地方創生の再定義「地域の希望の向上」をテーマとして予算編成を行いました。

全ての部局が最重点施策「メーンディッシュ」（※次ページ参照）を掲げ、住民との情報共有をさ

らに強化することで、それぞれの事業効果を高めるとともに、住民のまちづくりの参画意識の醸成

につなげます。

　住民、議会議員、村職員一人ひとりがまちづくりの主役であるとする「中札内村まちづくり基本

条例」の具体的な実践を進め、人口減少下での普遍的な「美しい村づくり」の土台を固めます。

　また、令和 5 年度に引き続き、子育て支援施策に力を注ぎながら、第 7 期まちづくり計画のテー

マである「みんなでつくる！　自然と笑顔になるまち　なかさつない」を実現するため、下記の

5 つの基本目標に沿って作成しています。

※1   一般会計は、修正可決後の金額です。
※2   公営企業会計の簡易水道事業会計と公共下水道事業会計は支出総額で記載しています。 

予算総額

72億2,519万円

一般会計

55億7,480万円

令和6年度 予算のポイント

さ

潤いと安らぎの
まち

文化と学びが
紡ぐまち

優しさと安心が
繋がるまち

元気あふれる
まち

みんなが主役の
まち

各会計別予算 （単位：万円・％）

会　　計　　名 令和 6 年度 令和 5 年度 増減額 増減率

一 般 会 計 55億7,480 55億8,880 ▲1,400 ▲0.3

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 5億1,680 4億8,640 3,040 6.3 

介 護 保 険 特 別 会 計 3億6,700 3億4,200 2,500 7.3 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 8,170 7,930 240 3.0 

簡 易 水 道 事 業 会 計 2億  691 2億9,616 ▲8,925 ▲30.1 

公 共 下 水 道 事 業 会 計 4億7,798 4億1,283 6,515 15.8 

合　　　　　　　計 72億2,519 72億  549 1,970 0.3 

一 般 会 計 札内川園地アウトドア環境の整備や物価高騰
の影響による増加要因がありますが、ふるさと納税による
寄附総額を前年度の 8 億円から 7 億円にしたことなどから、
前年度比▲0.3%となります。
公営企業会計 公共下水道事業では浄化センターの上屋防
水・外壁塗装工事の増加やストックマネジメントの改訂に
より、前年度比＋15.8%となります。



令和６年度は子育て支援施策を継続しながら、各課の最重点施策を「メーンディッシュ」と
位置づけ、現場が掲げるまちづくり“公約”として取り組みます。

なかさつない予算2024
メーンディッシュ（各課の最重点施策） 全29分野!!

書かない窓口システム導入

住民課

新規

住民課

税の高い徴収率の維持継続

障がい福祉の充実
（講演会の実施、地域生活
 支援拠点の設置）

福祉課 詳細はP5へ

新規

詳細はP4へ議会

議会主導による
住民参加型予算の導入新規

36万円

業務効率化による
住民サービスの向上

（ロボット芝刈機導入）
総務課 詳細はP4へ

新規

109万円

コミュニティバスの
利便性向上

総務課 詳細はP13へ

拡充

1,252万円

診療所リハビリテーション
事業所の開設

詳細はP5へ住民課

新規

1,000万円

6万円

村の福祉・介護を学ぶ
中学生向け研修会

福祉課 詳細はP15へ

新規

1万円

母子保健事業の充実

詳細はP6へ福祉課

新規

拡充 198万円

総務課

電気自動車（EV）導入に
よる防災力強化

詳細はP13へ

新規

566万円

景観計画の策定

総務課

継続

468万円

SNSを活用した
情報発信力・共有力の強化

総務課

継続

152万円

まちなかキッチンスタジオ
を活用した栄養改善事業

詳細はP7へ福祉課

新規

104万円

保育園エアコン設置による
保育・支援機能の強化継続

福祉課
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農業発展のための
担い手育成等の推進継続

農業委員会

事業の種類

令和 6 年度に新しく
実施される事業新規

継続して実施する
事業継続

既に実施されて
いる事業の拡充拡充

住宅リフォーム支援

詳細はP12へ施設課

継続

1,500万円

未舗装道路改修

施設課 詳細はP13へ

継続

約2,000万円

専任スタッフ配置による
不登校等への対応の充実

詳細はP8へ教育委員会

新規

577万円

性の多様性を尊重する
教育の推進

詳細はP8へ教育委員会

継続

20万円

施設課

地域活性化を後押しする
公営住宅の建設

詳細はP13へ

継続

約7,000万円

移住促進事業

詳細はP12へ施設課

拡充

469万円

国立公園化を見据えた
札内川園地アウトドア環境の
整備

詳細はP12へ産業課

継続

約1億2,600万円

商工業者への支援
（新商工業プロモーション
  推進事業）

産業課 詳細はP11へ

拡充

150万円

馬鈴しょの生産拡大に
向けた支援　

詳細はP10へ産業課

新規

3,000万円

産業課

「木育」事業の推進
（森の輪プロジェクト）

    mori no wakko

詳細はP11へ

継続

22万円

部活動地域移行の推進

教育委員会 詳細はP9へ

継続

742万円

消防体制の更なる強化
（消防自動車の更新、女性
 消防団員の採用）

消防

新規

5,486万円

SNSやイベント等による
防火防災意識の向上

消防

継続

21万円

シニア期における
生涯学習の充実

詳細はP9へ教育委員会

拡充

152万円
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本年度予算で行う
主な事業の紹介

なかさつない 予算 2024

１　みんなが主役のまちづくり 協働、村民参画

事業の種類 拡充 既に実施されている
事業の拡充新規 新しく

実施される事業 継続 継続して
実施する事業

本会議等のペーパレス化や常任委員会等の
Web会議、SNSによる議会活動の情報発信な
どを目的に導入します。

議会タブレット導入新規

議会事務局

事業費　139万円
一般財源 ₁₃₉万円

ロボット芝刈機導入新規

総務課総務グループ

事業費　109万円
基金 ₁₀₀万円　一般財源 ₉ 万円

役場庁舎周辺の芝刈りを自動化します。削減
した労働時間を活用して、住民サービス向上
に取り組みます。

第 7 期まちづくり計画
後期計画等策定

新規

総務課企画財政グループ

事業費　約420万円
基金 ₄₁₀万円　一般財源 ₁₀万円

後期基本計画（令和 ₈ ～11年度）を策定します。
※令和 ₆ 年度から ₇ 年度までの ₂ カ年事業
●村の現状把握及び課題整理
●現行計画の進捗状況の確認
●村民アンケート調査の実施
●村民ワークショップの実施

議会主導による
住民参加型予算の導入

新規

議会事務局

事業費　36万円
一般財源 ₃₆万円

議会議員が村民と
ワークショップを
行う中で、村の課
題などを把握し、
解決方法を検討し
ます。その中から、
特に優先される事
業を抽出し、予算
要求します。
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２　優しさと安心が繋がるまちづくり 保健福祉

村民の健康寿命の延伸を目標に、介護予防の
観点による通所・訪問型の事業所を開設しま
す。

診療所リハビリテーション
事業所の開設

新規

住民課住民グループ

事業費　1,000万円
道 ₃₂₁万円　基金 ₆₇₀万円　一般財源 ₉ 万円

高齢者等温泉利用助成
₆5歳以上の高齢者や障がいのある方の健康増
進を図ります。

継続

福祉課福祉グループ

事業費　108万円
利用者負担金 5₄万円　一般財源 5₄万円

種　　類 助成金額

十勝エアポートスパそら ₁ 回₃₀₀円
（年₁₂回）

更別村福祉の里温泉 ₁ 回₂₂5円
（年₁₂回）

高齢者等通院タクシー助成
公共交通機関の利用が困難で、十勝管内の医
療機関へ通院する場合に、タクシー利用料金
を助成します。
●対　象：要介護 1 以上の方
　　　　　身体障害者手帳 ₁ 、₂ 級の方
　　　　　（視覚障害の方は ₃ 級でも可）
　　　　　療育手帳A判定の方
　　　　　精神障害者保健福祉手帳 ₁ 、₂ 級の方

人工透析等で、通院による治療が
必要な方など

●助成率： ₃ ⊘ ₄
●上　限

継続

事業費　197万円
基金 ₁₉₇万円

福祉課福祉グループ

通院の種類 回　　数
一　　般 年間₄₈回 ︵片道 ₁ 回︶

人工透析 週 ₆ 回

関係団体と連携した障がいの特性などの講演
会の開催や南十勝広域による地域生活拠点を
設置し、障がいのある方へ支援の充実を図り
ます。

障がい福祉の充実
（講演会の実施、地域生活
  支援拠点の設置）

新規

福祉課福祉グループ

事業費　 6 万円
一般財源 ₆ 万円
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２　優しさと安心が繋がるまちづくり 保健福祉

本年度予算で行う主な事業の紹介

●対象：おおむね生後 ₁ か月の乳児
●内容：医療機関での一般健診の費用助成
　　　　（自己負担なし）

１か月児健診助成新規

事業費　18万円
国 5 万円　一般財源 ₁₃万円

福祉課保健グループ

産後ケア助成拡充

事業費　113万円
国 5₆万円　利用者負担金 ₂ 万円　一般財源 55万円

福祉課保健グループ

●対象：産後 ₂ 週間、産後 ₁ か月程度の産婦
●内容：医療機関での一般健診の費用助成
　　　　（自己負担なし）
●上限： ₁ 人 ₂ 回（ ₂ 週間健診、₁ か月健診）

産婦健診助成新規

事業費　28万円
国 ₁₄万円　一般財源 ₁₄万円

福祉課保健グループ

●対象：村に住所を有する妊婦
●内容：助産師による訪問支援
　　　　（自己負担なし）
●上限： ₁ 人 ₁ 回

妊婦訪問事業新規

事業費　39万円
国 ₁₉万円　一般財源 ₂₀万円

福祉課保健グループ

＜母子保健事業の充実＞
妊娠期から子育て期まで、地域で安心して過ごせるよう心身のケアや育児のサポート等の切れ目の
ない支援を行います。

●対象：産後 ₁ 年未満の母子
　　　　（令和 ₆ 年度から対象を拡充）
●自己負担額

　　　　500円割引券を₁枚配布
　　　　（産後₂か月まで利用可能）
●上限： ₁ 人 5 回

デイケア ₁，5₀₀円（ ₁人 ₁回）

訪 問 型 5₀₀円
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２　優しさと安心が繋がるまちづくり 保健福祉

本年度予算で行う主な事業の紹介

子育てで援助を受けたい方（依頼会員）と援
助を行いたい方（援助会員）の相互援助を推
進します。
●令和 5 年度会員数：46人（令和 ₆ 年 ₂ 月末現在）

　（依頼 23人、援助 19人、両方 ₄ 人）

子育て援助活動支援
（ファミリーサポート事業）

継続

福祉課福祉グループ

事業費　196万円
国 ₆₂万円　道 ₆₂万円　一般財源 ₇₂万円

「七色献立プロジェクト」における食育サポ
ーター養成講座や栄養改善セミナーの開催な
ど、近年特に注目される食を通した健康づく
りを推進します。

まちなかキッチンスタジオ
を活用した栄養改善事業

新規

福祉課保健グループ

事業費　　　104万円
道 ₄₂万円　一般財源 ₆₂万円

一時的に家庭で児童を養育できない場合、児
童養護施設でお預りします。
●対　象：村内に居住する満 ₁ 歳以上の児童
●期　間： ₁ 回につき連続して ₇ 日以内

※詳細は、決まり次第、広報などでお知らせ
します。

子育て短期支援新規

福祉課福祉グループ

事業費　6万円
利用者負担金 ₂万円　一般財源 ₄万円

帯状疱疹の発症や、発症時の重症化を予防し
ます。
●対　象：50歳以上（生涯に1度）
●自己負担額

帯状疱疹予防接種助成新規

福祉課保健グループ

事業費　　　191万円
一般財源 ₁₉₁万円

不活化ワクチン ₁₀，₀₀₀円× ₂ 回

生 ワ ク チ ン  ₄，₀₀₀円× ₁ 回

内　容
・会員との連絡・調整等
・利用料の助成

助成率 1 / 2（ひとり親、非課税世帯は 3 / 4 ）

ファミリー
サポートセンター

報酬

依頼

住民

（依頼会員）

援助

打診

住民
（援助会員）
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児童生徒が抱える様々な課題の解決に向けて、
学校管理職経験者を新たに配置し、子どもや
保護者からの相談への迅速な対応や学校職員
へのサポートを行います。

専任スタッフ配置による
不登校等への対応の充実

新規

事業費　577万円
一般財源 5₇₇万円

教育委員会教育グループ

中学校において性別に関わらず選べるジェン
ダーレス制服の令和 ₈ 年度導入を検討してい
ます。令和 ₆ 年度は、性の多様性への理解を
深める講演会などの取組を進めます。

性の多様性を尊重する
教育の推進

継続

事業費　20万円
一般財源 ₂₀万円

教育委員会教育グループ

令和 ₆ 年度から受験回数の制限をなくすことで、
児童生徒の学習意欲をより向上させ、基礎的
知識の確実な定着を図ります。
●対象：検定試験にチャレンジする児童生徒
●内容：英語、漢字及び数学・算数の検定料

検定チャレンジ受験料
助成

拡充

事業費　98万円
基金 ₉₈万円

教育委員会教育グループ

３　文化と学びが紡ぐまちづくり 学校教育、社会教育

山村留学事業継続

事業費　223万円
基金 ₂₂₃万円

教育委員会教育グループ

村の豊かな自然の中で、様々な体験活動や地
域住民との交流を通して、人間性豊かな児童
の成長を育むとともに、地域の活性化を図り
ます。
●対　象：山村留学推進協議会
　　　　　上札内小学校に留学する児童
●助成額 引越費用 ₁₀万円⊘世帯

月額助成 ₂ 万円⊘児童₁人
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社会変化に応じた新たな知識・技術を学べる
ポロシリ大学の展開や各種検定の取得を支援
します。
●内容：ポロシリ大学

の特別授業を
年 ₂ 回開催、
英 語、漢 字、
数学・算数検
定料の助成

シニア期における
生涯学習の充実

拡充

事業費　152万円
一般財源 ₁5₂万円

教育委員会教育グループ

３　文化と学びが紡ぐまちづくり 学校教育、社会教育

本年度予算で行う主な事業の紹介

運動不足の解消や身体機能の低下を予防する
ため、運動無関心者の運動習慣化をサポート
します。

民間団体と連携した
運動教室の開催

拡充

事業費　198万円
国 ₁₀₀万円　一般財源 ₉₈万円

教育委員会教育グループ

高校等の就学にかかる経済的負担を軽減する
ため、支援金を交付します。
●対　象：高等学校又は高等専門学校等に就

学する生徒の保護者等
●条　件：本村に住所を有し、かつ、学校教育

法に定める高等学校又は高等専門
学校等に修業年度までに在学して
いる高校生等を監護していること

●助成額

高等学校就学支援対策
事業

継続

事業費　1,522万円
基金 ₁，5₂₂万円

教育委員会教育グループ

育　 成
支 援 金 月額 ₁ 万円／生徒 ₁ 人

入　 学
祝 い 金 5 万円／生徒 ₁ 人

（ポロシリ大学
  相続の学びを深める
  説明会）

学校と地域等が連携・協働し、持続可能なク
ラブ活動の環境整備に取り組みます。
●部活動地域移行推進協議会の開催
●生徒やスポーツ指導者等を対象にした事業

の実施

部活動地域移行の推進継続

事業費　742万円
　国 5₈万円　一般財源 ₆₈₄万円

教育委員会教育グループ

（部活動地域移行説明会）
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４　元気あふれるまちづくり 農業、林業、商工業、観光、移住定住

生産体制の維持、増産に向けた業務の省力化を
支援するため、JA中札内村が実施する馬鈴しょ
高能率収穫機械導入事業への支援を行います。
●対　象：でん粉原料用馬鈴しょ専用収穫
　　　　　機械導入  ₁₀台
●助成率： ₁ / ₃

効率・効果的な管理運営を行うため一括して
指定管理者へ委託します。

馬鈴しょの生産拡大に
向けた支援

新規

まちなかキッチンスタジオ・
改善センター管理

新規

産業課産業グループ

事業費　3,000万円
道 ₁，5₀₀万円　基金 ₁，5₀₀万円

産業課産業グループ

事業費　2,297万円
一般財源 ₂，₂₉₇万円

酪農ヘルパーの待遇改善に対して助成を行い、
酪農業の人材確保・定着化を支援します。
●対　象： ₃ ～ 5 年目の酪農ヘルパー
●助成額：月額5,000円

酪農ヘルパー確保・
雇用継続支援補助

新規

産業課産業グループ

事業費　12万円
一般財源 ₁₂万円

まちなかキッチンスタジオ新設に伴い、改善
センターを改修します。
● 1 階旧事務室をフリースペースへ改修
●暖房設備の改修
　（地下タンクから灯油タンクへ）
●照明をLED灯へ変更

改善センター改修新規

産業課産業グループ

事業費　4,281万円
地方債 ₄,₂₈₀万円　一般財源 ₁ 万円
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今夏に国立公園に指定される予定であること
から、引き続き十勝 ₆ 市町村と連携し、雄大
な自然環境と日高山脈の魅力を発信します。
また、PR事業実行委員会の活動支援を継続
します。

日高山脈国立公園化
PR事業

継続

産業課産業グループ

事業費　22万円
基金 ₁₀万円　一般財源 ₁₂万円

産業課産業グループ

事業費　325万円
基金 ₃₀₀万円　一般財源 ₂5万円

産業課産業グループ

事業費　150万円
一般財源 ₁5₀万円

花のむらづくりの裾野拡大のため、花に興味
や関心を持っている方に、気軽に花づくりに
取り組んでいただけるよう物品購入費を補助
します。
●対象：花苗、培養土・肥料・鉢など
●上限： ₁ 戸₃，₀₀₀円

花苗等購入補助新規

産業課産業グループ

事業費　30万円
基金 ₃₀万円

４　元気あふれるまちづくり 農業、林業、商工業、観光、移住定住

本年度予算で行う主な事業の紹介

村内商工業者が取り組む販売促進等に対して
支援を行います。令和 ₆ 年度から商工業者と
関わりを持ちやすい村商工会が実施主体とな
ります。

新商工業プロモーション
推進事業

拡充

幼少期から木材に親しみをもってもらうため、
村の木「カシワ」を、中札内高等養護学校生
徒が加工し、乳児にプレゼントします。

森の輪プロジェクト継続
mori no wakko

助成内容 ₁ 事業者 助成額

広告宣伝 前期･後期
︵各 ₁ 回︶

₁ ⊘ ₂
上限

₁₀万円

脱プラスチックの
取り組み

年間 ₁ 回
キャッシュレス
決済導入

商談会、展示会出店
（令和 ₆ 年度新規）

₁ ⊘ ₂
上限

₂₀万円

︵      ︶

︵      ︶
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地理的な条件の良さや各種サービスが充実す
る村の暮らしをPRし、村移住促進協議会の活
動を推進します。
また、移住体験
住宅を 1 戸から
2 戸へ整備する
ことで、移住者
の増加及び関係
人口の創出を図
ります。

移住促進事業拡充

産業課産業グループ

事業費　約 1 億2,600万円
道 ₃₉₀万円　一般財源 ₁₀万円　地方債 ₁億₂，₂₀₀万円

施設課施設グループ

事業費　469万円
住宅使用料 5₆万円　一般財源 ₄₁₃万円

産業課産業グループ

事業費　約380万円
基金 ₃₇₀万円　一般財源 ₁₀万円

住宅改修費用の負担を軽減し、安全性と耐久
性の向上を図ることで、村で快適に暮らせる
居住空間の確保に努めます。

住宅リフォーム支援継続

施設課施設グループ

事業費　1,500万円
道 ₂₇₀万円　基金 ₁，₂₃₀万円

４　元気あふれるまちづくり 農業、林業、商工業、観光、移住

本年度予算で行う主な事業の紹介

今夏の国立公園指定後を見据え、利用快適性
を高め、多くの方の来場を目指します。
●整備内容
　キャンプサイトのトイレ、炊事場
　バンガローサイトの炊事場

男子トイレの詰まり解消を図るため、排水ポ
ンプ桝を設置します。

札内川園地アウトドア
環境の整備

継続 道の駅屋外トイレ
排水ポンプ桝設置

新規

対象者 村内居住者で、工事金額が₃₀万円
以上（税抜）の増築や修繕を行う方

対 象
工 事

外部塗装、断熱改修・建具改修、
設備機器の交換や配管改修等

助成額

リフォーム費用の₂₀%(上限₂₀万円)
※本人又は同居親族が₆5歳以上、

₁₈歳到達年度末日までの同居親族
がいる場合は₃₀％ (上限₃₀万円)

加算額 助成対象工事費の ₁ / ₂ 以上が村内
業者の場合は₁₀％ (上限₁₀万円)
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生活道路の利便性及び安全性の向上のため、
未舗装道路の舗装化工事を行います。
●対象路線：興和・南常盤東 5 線道路

未舗装道路改修継続

総務課総務グループ

事業費　566万円
地方債 5₀₀万円　一般財源 ₆₆万円

施設課施設グループ

事業費　約2,000万円
地方債 ₂，₀₀₀万円

総務課企画財政グループ

事業費　1,252万円
一般財源 ₁，₂5₂万円

移住定住対策及び山村留学の利用に対応する
ため、上札内地域に地域振興住宅を建設します。
●木造平屋建て　 ₁ 棟 ₂ 戸、　車庫・物置

地域活性化を後押しする
公営住宅の建設

継続

施設課施設グループ

事業費　約7,000万円
基金 ₆，₉₄₀万円　一般財源 ₆₀万円

災害時にも活用できる電源を確保し、村の防
災力強化を図るとともに、地球環境に配慮し
た車両を導入します。
●充電設備の工事も実施

電気自動車（EV）導入に
よる防災力強化

新規 コミュニティバスの
利便性向上

拡充

５　潤いと安らぎのまちづくり 環境保全、生活基盤、防災

これまで試験運行であった毎月第 1 日曜日の
市街地方面ダイヤを定期（月 1 回）運行とし、
エアポートスパ線を新設（火曜日、金曜日運行）
します。

（舗装後のイメージ写真）
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＜加入対象者＞
　職場の健康保険や後期高齢者医療に加入している方、生活保護を受けている方などを除いて、その
市町村に住んでいる75歳未満の方はすべて国保の加入者（被保険者）となります。

＜国民健康保険制度＞
　国保は、病気やけがをした時に安心して病院にかかることができるよう、加入者の皆さんでお金を
出し合ってお互いに支えあっていく制度です。

＜国民健康保険制度のしくみ＞
　安定的な事業運営を図るため、平成30年 4 月から、財政運営の主体が市町村から北海道へと変わ
りました。
　国保に加入する方は、市町村に届け出をして保険証を受領し、保険税を納めます。
病院などにかかるときは、保険証を提示し、医療費の一部（ 2 ～ 3 割）を支払います。
　市町村は、保険証の発行や医療給付などの窓口業務及び保健事業等を実施するとともに、保険税を
徴収し、それを財源として納付金を北海道へ納めます。
　北海道は、医療給付の費用を市町村へ交付します。

＜国民健康保険の課題と取り組み＞
　「北海道のどこに住んでいても、同じ所得・世帯構成であれば、同じ保険税負担」となる “統一保
険税率”を、令和12年度を目途に目指しています。
　持続可能な国保制度となるよう、村の保険税率を見直しながら、安定的な国保運営を図ります。
　また、医療費負担の増加が課題となっており、村では生活習慣病の発症・重症化予防のための特定
健診の受診勧奨強化やジェネリック医薬品の使用促進などの取組を行い、村民の健康づくりと負担軽
減を図ります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当　各種給付：住民課住民グループ        
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国保税：住民課税務出納グループ

国民健康保険特別会計 5億1,680万円

加入者（被保険者）

市町村 国保連合会

病院等（保険医療機関）

一部負担金
を支払う

保険証を
交付する

届出をし、
保険料（税）
を納める

診療を行う

審査結果を
報告する

納付金を
納める

保険給付に
必要な費用を
交付する

残りの医療費
を請求する

国保連合会を通じ、
残りの医療費を
支払う

北海道

〈保険者〉

国民健康保険特別会計の基金（貯金）残高　　１億1,033万円
（令和 5 年度末見込）
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＜介護保険のしくみ＞
　₄₀歳以上の方が被保険者となって

納めた保険料と国・道・村（一般会

計）が負担する公費によって運営さ

れ、介護が必要となったときに介護

保険のサービスを利用することがで

きます。また、介護が必要な状態に

なることを予防し、日常生活を元気

に送っていただけるよう介護予防教

室等も実施しています。

＜介護保険料について＞
　「高齢者保健福祉計画・介護保険事業（支援）計画」において、高齢化の状況や要介護認定者数、

介護保険事業に必要な費用等を推計した結果、第 9 期計画の期間（令和 6 年度～令和 8 年度）の 3

年間は、65歳以上の方の基準保険料月額を5,800円としています。

（担当　福祉課福祉グループ）

介護保険特別会計 3億6,700万円

介護保険特別会計の基金（貯金）残高  　　　　  2,079万円
（令和 5 年度末見込）

みなさん
（被保険者）

サービス
提供事業者

市区町村
（保険者）

みなさん
（被保険者）

サービス
提供事業者

市区町村
（保険者）

地域包括支援
センター

利
用
者
負
担
分

（
介
護
報
酬
の
１
割
※
）

介
護
保
険
の
サ
ー
ビ
ス

認
定
の
申
請

認
定
の
通
知

介
護
保
険
負
担
割
合
証
の
交
付

保
険
料
の
納
付

介護報酬
（利用者負担分以外）

保険証
の交付

提供事業者提供事業者提供事業者提供事業者

市区町村
（保険者）
市区町村市区町村市区町村市区町村市区町村
（保険者）（保険者）（保険者）（保険者）（保険者）

地域包括支援

（被保険者）（被保険者）（被保険者）（被保険者）（被保険者）（被保険者）（被保険者）

介護保険制度のしくみ

※一定以上所得者は２割または３割になります。

＜令和 6 年度予算で行う主な事業＞

在学中に高齢者福祉を学び、介護職の魅力を実
感することで、進路選択の１つとして将来を見
据えた取組を実施します。
●対象：中学生(村出身の高校生も可)
●内容：認知症サポーター養成講座、
　　　　ポロシリ福祉会導入の介護ロボット等

の視察、介護カフェ参加

村の福祉・介護を学ぶ
中学生向け研修会

新規

事業費　1万円
国  0.2万円　道  0.1万円　

一般会計繰入金  0.1万円　一般財源 0.6万円

地域まるごと元気アップ
プログラム（まる元）

個々のレベルに応じた運動を継続することで、
要介護状態への進行を抑制し自立した生活を送
れることを目指します。
●対象：65歳以上で、要介護認定を受けてい

ない方
●内容：運動教室（1回／週）、
　　　　体力測定・認知機能テスト、結果説明会、講演会

継続

事業費　692万円
国  138万円　道  44万円　

社会保険診療報酬支払基金  96万円
一般会計繰入金 44万円　参加者負担金 1万円　一般財源 369万円
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＜加入対象者＞

　₇5歳以上の方（一定の障がいのある場合は65～74歳も対象です。）

＜後期高齢者医療制度のしくみ＞

　道内の市町村が加入する「北海道後期高齢者医療広域連合」が制度を運営しています。

　保険料の徴収や窓口業務（申請・届出の受付など）は、市町村が行います。

　保険料の他、国・道・市町村（一般会計）の負担によって事業を運営しています。

＜後期高齢者医療の課題と取り組み＞

　高齢化の進展による被保険者数や医療費の増加とともに療養給付費に係る負担金は増加が

見込まれており、若年層のときから病気の予防、早期発見・治療に努め、医療費を増やさな

いための取り組みを推進していきます。

〈後期高齢者医療保険料について〉

　後期高齢者医療保険料は 2 年ごとに定める保険料率をもとに決定します。

　令和 6・7 年度は、現役世代の負担軽減や後期高齢者医療制度から出産育児一時金に係る

費用の一部を支援する仕組みの導入をもとに保険料率が見直されます。

（担当　住民課住民グループ）

後期高齢者医療特別会計 8,170万円

被保険者証の提示
自己負担1割（または2割、3割）

　　診　療

保険料の一括納付

　　被保険者証の交付

高額療養費等の給付

医療機関被保険者
75歳以上の高齢者

（65歳～74歳で一定の
障がいのある方）

広域連合

国・都道府県各医療保険

市町村

若い世代の保険料 税金若い世代の保険料 税金

医療費の
請求
医療費の
請求

被保険証の
引渡し

保険料の
納付

被保険証の
引渡し

保険料の
納付

医療費の支払い
9割（または8割、7割）
医療費の支払い
9割（または8割、7割）
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簡易水道事業会計　／　公共下水道事業会計

　経営状況の的確な把握による経営の効率化と持続的なサービス提供のため、国の要請に基づ
き、令和 4 年 4 月 1 日から簡易水道事業と公共下水道事業に地方公営企業法の適用を開始し、
官庁会計から公営企業会計へ会計方式を変更しました。
＜公営企業会計のメリット＞
　今までの官庁会計方式では把握できなかった、フロー情報（経営の成績）とストック情報（財
政の状況）が明らかになるため、より適切な検証や対応が可能となります。
　今後、資産や負債、経営状況を的確に把握し、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に
取り組みます。
　（例） ・緊急度に応じた更新投資の優先順位検討など資産管理の適正化
　　　・中長期的な視点での適切な料金設定の検討
　　　・中長期の経営見通しに基づく経営基盤の強化　　など

＜課題と対応＞
　下水処理を行う浄化センターの建設から27年が経過し、機器類の更新時期を迎えています。
平成27年度以降、国の補助金を活用しながら計画的に更新を行っています。

（担当　施設課施設グループ）

＜課題と対応＞
　浄水場の建設や水道管の布設から約50年が経過し、老朽化対策が必要となっており、浄水
場の機器や水道管などについて計画的な更新を行っています。

＜令和 6 年度予算で行う主な事業＞

水道管移設撤去
道営事業（畑地かんがい用水）が予定されて
いることから、その工事に合わせて更新管を
布設します。

事業費　約800万円
地方債800万円

新規 南札内浄水場中央監視
装置機器更新

中央監視装置が整備後12年が経過しているこ
とから、機器を更新し、ライフラインの安全
を確保します。

事業費　約1,200万円
地方債 520万円　その他 632万円　一般財源 48万円

新規

簡易水道事業会計

公共下水道事業会計

終末処理場処理
施設工事

浄化センターの上屋防水と外壁塗装を行います。

事業費　約1億7,500万円
国補助 9,100万円　地方債 8,000万円
その他 100万円　一般財源 300万円

継続 ストックマネジメント
改定業務

今後 5 か年（令和 7 ～11年度）の浄化センター
の更新・改修工事計画を策定します。

事業費　約1,000万円
国 500万円　一般財源 500万円

新規

＜令和 6 年度の主な事業＞
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地方交付税
19億8,576万円（前年度比＋1.8％）
35.6％
地方公共団体が行政サービスを行うため
国から交付される財源

　繰入金
7億436万円（前年度比▲11.7％）
12.6％
基金からの繰入金など

村税
6億7,479万円（前年度比＋0.7％）

12.1％
村民の皆さんや法人に納付していただく税金

国・道支出金
4億4,114万円（前年度比＋0.6％）

7.9％
特定の事業に対する国や道からの補助金

村債
3億5,262万円（前年度比＋39.4％）

6.3％
世代間の公平を保ち

負担を複数年に分けるための借入金

使用料等
2億9,786万円（前年度比▲1.5％）

5.3％
使用料や受益者の負担など

（分担金・負担金・手数料・使用料）

譲与税・交付金
2億2,889万円（前年度比＋5.9％）

4.1％　国税や道税から配分される収入など　　
その他

1億8,410万円（前年度比＋20.4％）
3.4％
財産収入、繰越金、その他の雑入など

　寄附金
7億528万円（前年度比▲12.6％）
12.7％
ふるさと中札内応援寄附金や
個人からの寄附など

歳入合計
55億7,480万円

歳入合計
55億7,480万円55億7,480万円55億7,480万円55億7,480万円

歳入合計
55億7,480万円

歳入予算の内訳

●地方交付税
　普通交付税は、子ども子育て費の事業費目の創設、会計年度任用職員の勤勉手当支給に対する経
費、光熱費高騰分などの交付対象事業費の増や交付単価の見直し等により前年度比1.4%増の18億
6,000万円を見込んでいます。
　また、災害などの特殊要因に対して配分される特別交付税は、近年の交付額を参考に前年度比
9.1%増の１億2,000万円を見込んでいます。

※令和 2 ～ 4 年度は決算額、 5 ～ 6 年度は当初予算額です。

一般会計歳入の概要

一般会計の予算額　55億7,480万円（前年度比0.3%減）
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●村債（地方債）
　年度間の財政負担の平準化や世代間負担の公平性のために行う借入金のことを地方債といいま
す。令和 5 年度と比べ、札内川園地トイレ炊事場の整備や消防自動車の更新、改善センターの改
修により、借入予定額は 3 億5,262万円（前年度比39.4％増）となります。

令和 ₆ 年度の村債借入予定　　　　　　　　　　　　　（万円）

村債の種類 金　　額

臨時財政対策債 ₆₃₂

脱炭素化推進事業 ₅₀₀

電気自動車導入事業

一般廃棄物処理事業 ₁₅₀

新中間処理施設整備事業

辺地対策事業 ₁ 億₆,₁₉₀

道営草地畜産基盤整備事業 ₄,₀₀₀

札内川園地トイレ炊事場整備事業 ₁ 億₂,₁₉₀

緊急自然災害防止対策事業 ₂,₃₂₀

未舗装道路改修事業

公営住宅建設事業 ₂,₂₁₀

緊急防災・減災事業 ₁ 億₃,₂₆₀

改善センター改修事業 ₄,₂₈₀

消防自動車更新事業 5,₃₀₀

上札内交流館エアコン整備事業 ₁₄₀

村民体育館ＬＥＤ化事業 ₁,₄₃₀

交流の杜体育館ＬＥＤ化事業 ₂,₁₁₀

合　　　計（太字金額の合算額） ₃ 億₅,₂₆₂

●繰入金
　基金には、財源不足に対応するための財政調整基金、借入金の返済に対応するための減債基金、
各目的に対応するための特定目的基金があります。
　今年度の基金からの繰り入れ（貯金の取り崩し）は、7億436万円（前年度比11.7％減）を予定
しています。今年度、基金から繰り入れて実施する事業は下記及びP20のとおりです。

財政調整基金 ₂ 億₃,₀₀₀万円
（一般会計の歳入不足の補てん）

減債基金　₅₄₄万円 （借入金の返済）
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特定目的基金　 ₄ 億₆,₈₉₂万円

スポーツ振興基金（₃₃₅万円）
スポーツ振興奨励事業

永井明奨学金基金（₆₉₈万円）
永井明奨学資金貸付金

文化振興基金（₂,₄₃₉万円）
文化振興奨励事業補助
音まちプロジェクト
マイク・受信機等更新（文化創造センター）

商工業振興基金（₁,₀₃₁万円）
にぎわいづくり起業者等支援事業補助　
地元飲食店子育て応援事業　
サテライトオフィス設置推進補助　

食と農業農村振興基金（₆,₅₅₁万円）
元気な農業サポート事業補助 食の推進パートナー PR事業    
地域担い手育成総合支援協議会補助 馬鈴しょ高能率収穫支援事業補助  
大規模草地牧場施設改修等

○基金からの繰入額

教育振興基金（₂,₇₆₉万円）
高等学校就学支援対策事業 通学費等助成事業　
山村留学事業 検定料補助
給食費の負担軽減

公共施設等整備基金（₄,₈₇₀万円）
電源改修工事（役場庁舎） 道営担い手畑総事業負担金（札内川右岸北部地区）
屋外トイレ排水ポンプ桝設置（道の駅） トイレ改修（鉄道記念公園）
橋梁補修 元札内団地屋根改修
温風暖房機更新（上札内小学校） 上札内交流館内外部劣化調査
蓄電池・非常用予備発電機交換（文化創造センター）

ふるさと活性化基金（ ₂ 億₂,₄₄₀万円）
まちづくり計画後期計画等策定 まちなかキッチンスタジオ外構整備
ワーケーション普及促進事業助成 中札内スタイル住宅建設奨励金　
定住促進住宅取得奨励金 住宅リフォーム支援
地域振興住宅上札内東建設 青少年国際交流派遣研修事業補助
ふるさとづくり事業補助 

豊かな環境等創成基金（₂,₄₁₂万円）
ときわ野緑地植栽 景観づくりアドバイザー講師派遣　　 
景観計画策定 美しい村連合負担金
労働雇用対策 村有林支障木伐採
日高山脈国立公園化PR事業補助 花づくり推進費　
桜六花公園樹木防除防疫　

福祉基金（₃,₀₈₇万円）
特別養護老人ホーム・グループホーム改修等補助 高齢者等通院タクシー助成　　　  　　
高齢者民間バス助成 乳幼児等医療費助成          
出産祝金 認可外保育施設等利用助成　　　
診療所リハビリテーション開設 妊婦通院タクシー助成　　　　
不妊治療費助成 七色献立プロジェクト

中小企業新型コロナウイルス対策基金（₆₁万円）
中小企業振興資金利子補給補助（新型コロナウイルス対策特例分）

森林環境整備基金（₁₉₉万円）
造林推進事業 森の輪プロジェクト
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歳出予算の内訳

予備費 500万円（前年度比0.0％）
0.1％
臨時的な支出に備えた経費

労働費 540万円（前年度比▲29.3％）
0.1％
雇用対策などに関する経費

議会費 5,309万円（前年度比＋3.0％）
1.0％

議会運営にかかる経費

諸支出金
2億3,076万円（前年度比＋7.9％）

4.1％
特別会計・公営企業会計への繰出金

消防費
2億3,378万円（前年度比＋34.8％）

4.2％
消防や救急、防災にかかる経費

総務費
10億5,061万円（前年度比▲11.3％）
18.9％
庁舎管理や行政事務、住民自治などに
かかる経費

民生費
8億1,023万円（前年度比＋2.6％）
14.5％

　　  高齢者や障がい者、子ども達などの
　　  福祉にかかる経費

商工観光費
3億5,606万円（前年度比＋29.8％）

6.4％
商工業や観光にかかる経費

衛生費
3億2,027万円（前年度比▲17.9％）

5.7％
健康や母子保健、ごみ収集、環境保全などにかかる経費

農林業費 7億9,694万円（前年度比＋5.3％）
14.3％
農業や林業にかかる経費

教育費
7億7,414万円（前年度比▲17.0％）
13.9％
学校教育、社会教育、学校給食などにかかる経費

土木費
4億8,755万円（前年度比＋34.4％）
8.7％
道路、除雪、村営住宅、公園などにかかる経費

歳出合計
55億7,480万円

歳出合計
55億7,480万円55億7,480万円55億7,480万円

歳出合計
55億7,480万円

公債費 4億5,097万円（前年度比＋1.0％）
8.1％

村債（借金）の償還（返済）にかかる経費

一般会計歳出の概要

　令和 6 年度は、全体で前年度より0.1%減少しています。消防費では、消防自動車の更新、土木
費では、公営住宅建設等により増加したものの、令和 5 年度に、教育費で中学校の教室増設改修
工事や小中学校のLED化工事、衛生費で医師住宅建設工事費を計上していたことなどから、全体で
は減少しました。

性質別に見た予算

　物件費は、構成割合が一番高いもの
の、戸籍事務システム導入などが終了
したことにより、前年度よりも1.2％
の減となりました。
　補助費等は、令和 5 年度に農畜産
物土づくり特別事業支援金などの物価
高騰対策事業を計上していたことから、
12.2%の減となりました。
　普通建設事業費は、まちなかキッチ
ンスタジオ外構工事などにより前年度
よりも17.8%の増となりました。

普通建設事業費  7億1,100万円  12.8％
前年度比＋17.8%
道路・村営住宅の建設・改修など公共施設等の整備
にかかる経費

繰出金　  1億1,384万円  2.0％
前年度比▲1.1%
一般会計から特別会計、公営企業会計に支出される経費

扶助費　  2億6,247万円  4.7％
前年度比▲2.0%
医療給付費や障がい者への援助費など福祉の
ための経費

公債費　  4億5,097万円  8.1％
前年度比＋1.0%
村債（借金）の元金と利子の償還（返済）にかかる経費

その他　  5億6,973万円  10.2％
前年度比▲4.7%
施設の維持補修費、基金の積立金、予備費などの経費

補助費等  8億4,621万円  15.2％
前年度比▲12.2%
各団体への補助金や負担金など

人件費　  9億828万円  16.3％
前年度比＋5.4%
職員の給与、議員や委員の報酬など

物件費　  17億1,230万円  30.7％
前年度比▲1.2%
公共施設の光熱水費、委託料やシステム借上げなどの経費
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 村の財政状況は健全なのかを判断する指標（指数、比率などのものさし）にはいくつかの種類が
あります。分かりにくい指標が多いのですが、村の財政状況を把握し、健全性を判断するために重
要な指標です。
　令和 4 年度決算の主な指標をもとに、村の財政状況を見てみましょう。

①財政の体力を示す「財政力指数」中札内村は ₀.₂₈
　全国の市町村等の財政力を同じ尺度で測るための指数で、標準的にかかるお金に対して、自主的
な収入（村税や各種使用料等）がどの程度あるかを示す指標です。数値が「 1 」であれば、100％
自主的な収入で運営できることになります。
　中札内村は「0.28」（前年度0.29）ですので、72％を国からの財源（地方交付税や国庫支出金等）
に頼っていることになります。

②財政の自由度を示す「経常収支比率」　中札内村は ₈₄．₇％
　村税や地方交付税など使途が特定されずに毎年入ってくるお金（経常的な収入）に対して、人件
費や施設の維持管理、借入金の返済等に係る費用など毎年支払わなければならないお金（経常的な
経費）がどの程度の割合になるかを示す指標です。数値が「100％」の場合は、自由に使える収入
が、すべて支払わなければならない経費に使われるため、その年に自由に使るお金はゼロというこ
とになります。
　中札内村は「84.7％」（前年度83.5％）ですので、自由に使えるお金は15.3％ということになり
ます。普通交付税などの歳入が減少し、物件費や補助費など歳出が増加した影響により、前年度か
ら1.2ポイント増加しました。

0.28

村の財政状況はどうなっているの?
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　主な指標に基づく村の財政状況は、現在は健全な状況にあると言えます。
　しかし地方交付税の動向や、国・地域経状況などにより大きく左右されます。つまり「財政指
標が健全であることと、村の会計が裕福であるかどうかは別問題」なのです。先行き不透明な情
勢でも継続したまちづくりを行うため、今後も健全な財政運営をしていく必要があります。

③借金の負担を示す「実質公債費比率」　中札内村は ６．1％
　村税や地方交付税など使途が特定されずに毎年入ってくるお金（経常的な収入）に対して、借入
金の返済に係る費用（公債費）がどの程度の割合になるかを示す指標です。数値が高いほど借入金
に依存しているといえます。
　中札内村は「6.1％」（前年度 6.0％）となっています。
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　村は毎年借金の返済を行っており、令和５年度末の借金残高（見込）は、およそ43億円あります。
公営住宅建設事業債（H 9 借入）や臨時財政対策債（H14借入）などの償還が終了することにより、
前年度より残高は減少しています。

◎村の借金（地方債）残高（令和 5 年度末見込）

　　　　　　　　　　一般会計　　４３億２８９万円（前年度４３億８,４１３万円）

★十勝管内の人口一人あたりの借金（地方債）ランキング★
（一般会計分・令和4年度決算値・令和5年1月1日人口）

112万円

村の借金はどれくらいあるの?
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　村の貯金（基金）は、使用目的ごとに積み立てをしており、一般会計に14種類、特別会計等に
4 種類あります。その種類は、災害などの緊急時や借金の返済、また福祉・教育・文化振興・産
業などがあります。
　今後、建物や道路の老朽化による維持改修などが予想され、また村の収入の大部分を占める地方
交付税の動向が不透明であることから、安定した財政運営のために貯金を確保しています。
　ふるさと納税による寄附金などの積立額が前年度よりも減少しているため、令和 5 年度末残高
は一般会計で比較すると前年度から減少する見込となります。

◎村の貯金（基金）残高（令和 5 年度末見込）

　　　　　　　　　　一般会計　　２７億９, ０３６万円（前年度３２億９,４６１万円）
　　　　　　　　　　その他基金　　８億８, ２３４万円（前年度　８億８,０６９万円）
　　　　　　　　　　（国民健康保険事業基金、介護保険事業基金など）

★十勝管内の貯金（基金）ランキング★
（一般会計分・令和4年度決算値、令和5年1月1日人口）
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村の貯金はどれくらいあるの?
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■一般会計
　一般会計とは、福祉・教育・土木・衛生などの村の基本的な施策を行うための会計であり、主な

収入には、村税・地方交付税・国庫支出金等があります。

■特別会計
　特別会計は、特定の事業を行うために一般会計と区分して経理するものです。

　中札内村には国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療の 3 つの特別会計があります。

■公営企業会計
　公営企業会計とは、水道事業など地方公共団体が経営する事業の会計です。

　中札内村には、簡易水道事業、公共下水道事業の 2 つの公営企業会計があります。

■地方交付税
　どの地域に住む人にも一定の行政サービスが提供できるよう、国税のうち所得税・法人税・消費

税・酒税の一定割合の額など（実際にはこれだけでは財源が不足しており、特例措置として不足分

が加えられています）を、一定の基準により計算し、国から地方に交付するもので、普通交付税と

特別交付税（災害対策や特別な財政需要のため）に分けて交付されています。普通交付税は、自治

体ごとに財源が足りない分を計算し、原則としてその不足分が交付されます。

　普通交付税の算出式　

　　普通交付税額（財源の不足額）＝基準財政需要額－基準財政収入額

　基準財政需要額とは

　　自治体が標準的な水準の行政を行うために必要な経費を決められた方法で計算した額

　基準財政収入額とは

　　自治体の標準的な収入として決められた方法で計算した額

■臨時財政対策債
　地方交付税の不足分を補う借入金（赤字地方債）です。

　通常の地方債は建設事業などの投資的な事業を行うためにしか借入す

ることができませんが、臨時財政対策債は地方交付税の振り替えである

ため、使途が特定されていません。

　なお、その費用は後年度に普通交付税で全額補てんされることとなっ

ています。

財 政 用 語 解 説
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中札内村は「日本で最も美しい村」
連合に加盟しています

予算
２０２４

みんなでつくる！
自然と笑顔になるまち　なかさつない

ポロシリ岳

令和６年度予算は

メーンディッシュ（各
課の最重点施策）を

掲載!!


